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【特徴点】

１.個人株主数は、前年度比６.７万人増加して４,５８２万人となった。

２０１４年度の全国４証券取引所上場会社（調査対象会社数：３,５６５社）の株主数合計（延べ

人数、（注）参照）は、前年度比８.３万人増加して４,７１３万人となり、また、全体の９７％を占

める個人株主数は６.７万人増加して４,５８２万人となった（表１、図１）。個人株主数は、前年度

の大幅な減少から、今年度は再び増加に転じる結果となった。

図２で２０１４年度の個人株主数の増減要因についてみてみると、新規上場会社で４２万人、株

式分割・投資単位引下げ実施会社（以下、「投資単位引下げ等実施会社」という。）で７６万人それ

ぞれ増加したのに対し、上場廃止会社の影響で４８万人減少、その他の会社で６３万人の減少とな

っている。

その他の会社が今年度も個人株主数を大きく減少させていることから、株価の上昇局面で所有株

式を売り切る動きが引き続きあったものと推測されるが、投資単位引下げ等実施会社による増加が

前年度を上回るものとなったことが、今年度個人株主数の増加につながった。

（注）本調査における株主数の集計においては、上場会社間の名寄せができないため、各上場会社の株主

数を単純に合算した「延べ人数」を用いている。具体例で説明すると、ある個人株主が１人で１０

銘柄を保有している場合に、全体の集計値の算出において、1 人の株主が複数銘柄保有しているこ

とが認識できないため、各銘柄の株主数を単純に合算することとなり、結果として個人株主数１０

名としてカウントしている。

２．投資部門別株式保有比率は、外国法人等及び信託銀行が上昇する一方、個人・その他が低下

する結果となった。

２０１４年度末（２０１５年３月末）の全投資部門における株式保有金額（調査対象会社

３,５６５社の時価総額）は、２０１４年度後半の追加金融緩和を契機とした円安の進行や企業業

績の拡大期待などを背景に株価が大きく上昇したことから、前年度比１３０兆６,３３０億円増（＋

２９.３％）の５７６兆６７７億円となった。株式保有金額の増加は３年連続で、また、増加幅、

増加率とも前年度を上回るものとなった。投資部門別では、全投資部門で増加となっている。



次に、主な投資部門の株式保有比率の動向をみると、外国法人等がプラス０．９ポイントと引き

続き上昇し、また、信託銀行がプラス０.８ポイントとなる一方、個人・その他が１.４ポイントの

低下などとなっている（表４・５、図３・４）。

３．外国法人等の株式保有比率は、０.９ポイント上昇して過去最高を更新した。

外国法人等の株式保有比率は、前年度比プラス０.９ポイントの３１.７％と３年連続の上昇とな

り、過去最高を更新する結果となった（表４・５、図３・４）。

外国法人等の投資動向を、投資部門別株式売買状況（表６）における差引き売買代金でみると、

２０１４年度は２兆５,２４７億円の買い越しと、２００９年度以降６年連続の買い越しとなった。

月別にみると、２０１４年４月以降しばらくの間は買い越し、売り越しを繰り返していたが、

１１月以降は１月を除いて買い越す展開となった。年度合計では結局買い越しとなったものの、買

い越し幅は前年から大幅に縮小するものとなっている。

表７は、業種別に外国法人等の株式保有比率の増減と株価指数騰落率（東証一部、前年度末比）

を並べた状況であるが、３３業種中２２業種で保有比率が上昇する結果となっている。ほぼ全業種

にわたって保有比率が上昇した前年度に比べると、日本市場への資金投入がやや抑えられた状況が

うかがえる。

４．個人の株式保有比率は、マイナス１.４ポイントと３年連続の低下となった。

個人・その他の株式保有比率は、前年度比マイナス１.４ポイントの１７.３％と３年連続の低下

となった（表４・５、図３・４）。この結果、個人・その他の株式保有比率は、１９９９年度以来

１５年ぶりに過去最低を更新することとなった。

個人の投資部門別売買状況（表８）をみると、年度合計では６兆５,４７３億円の売り越しと、前

年度に引き続き大幅な売り越しとなった。個人の売り越しは、２００９年度以降６年連続である。

月別にみると、２０１４年１１月及び２０１５年２月が特に売り越し額が大きく、月間の売り越し

額としては１１月が過去第２位、２月が第５位となるなど、株価が上昇する中、昨年に引き続いて

利益確定の売却が数多くあったものと推測される。

表９は、業種別に個人・その他の株式保有比率の増減と株価指数騰落率を並べた状況である。こ

れを見ると、３３業種中３０業種で保有比率が低下しており、幅広く保有比率を低下させている状

況となっている。

５．信託銀行の株式保有比率は、プラス０.８ポイントと３年ぶりの上昇となった

信託銀行の株式保有比率は、前年度比プラス０.８ ポイントの１８.０％と２０１１ 年度以来３年

ぶりの上昇となった（表４・５、図３・４）。

信託銀行の投資部門別売買状況（表１０）をみると、年度合計で３ 兆５,０３８ 億円の買い越し

と２０１１年度以来３年ぶりの買い越しとなり、買い越し幅も２００８年度以来の規模となった。月

別にみると、２０１４年５月から１０か月連続で買い越しが続いており、個人が大きく売り越し、ま



た、外国法人等の買い越し幅が縮小する中で、今年度は信託銀行が最大の買い主体となっていたこと

がうかがえる。

なお、公的年金の資産は信託財産として管理されるため、主として信託銀行名義となると考えられ

るが、公的年金の積立金運用を行っている年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）では、中期

計画における基本ポートフォリオの変更として、運用資産中の国内株式の割合を１２％から２５％に

引き上げたことを公表している。

そのほかの金融機関では、生命保険会社が０.１ポイントの低下と７年連続の低下となったが、都

銀・地銀等は０.１ポイントの上昇と、こちらは２００８年度以来６年ぶりに保有比率が上昇する結果

となった（表４、５）。

６．事業法人等の株式保有比率は、前年度と同水準となった。

事業法人等の株式保有比率は、２１.３％と前年度と同水準となった（表４・５、図３・４）。

表１２で事業法人等の投資部門別売買状況をみると、年度合計では１兆２,１９７億円の買い越し

と、買い越し幅としては２００８年度（１兆４,４３０億円）以来の水準となっている。引き続き自己

株式取得が活発に行われたことなどが背景にあるものと推測されるが、保有比率では前年度と同水準

にとどまった。

なお、自己名義株式は、保有する会社が属する投資部門に合算しているが、大部分は事業法人等に

カウントされ、今年度は合計で１９兆６,７３６億円（前年度比３７.４％増）となっている。

以上



「２０１４年度株式分布状況調査」資料集

ページ

凡例 1

表 １　 所有者別株主数　　　　　　　　　　 2

図 １　 個人株主数(延べ人数)の推移（グラフ）　　　　　　　　　 2

表 ２ 個人株主数(延べ人数)の推移　　 3

図 ２ 個人株主数(延べ人数)増減の要因分析（グラフ） 3

表 ３ インターネット取引の有残高口座数の推移 3

表 ４ 投資部門別株式保有状況 4

図 ３ 投資部門別株式保有比率の推移（グラフ）　　　　 4

表 ５ 投資部門別株式保有比率の推移（長期データ）　　　 5

図 ４　 主要投資部門別株式保有比率の推移（グラフ）　　　 5

表 ６ 海外投資家の売買動向 6

表 ７ 外国法人等の業種別保有比率等の状況 6

表 ８ 個人の売買動向 6

表 ９ 個人の業種別保有比率等の状況 6

表 １０ 信託銀行の売買動向 7

表 １１ 信託銀行の業種別保有比率等の状況 7

表 １２ 事業法人等の売買動向 7

表 １３ 投資単位引下げ等実施会社における個人株主数・株式保有比率 8～11

＜ 参 考 ＞ 単元数ベースの株式分布状況

参考－表１　 所有者別株式数 12

参考－表２　 所有者別持株比率の推移（長期データ）　 12



【凡  例】

１. 掲載数値の端数処理は、実数値については切捨て、構成比及び増減率といった比率の数値

については四捨五入としている。

２. 表中の記号の用法は、次のとおりである。

「０」  単位未満

「－」  皆無又は該当数字なし

「△」  負又は減少

３. 時系列に記載されたデータにおいて、集計対象の変更等により前後の数値の連続性が損な

われている場合には、当該数値の間に実線を引いて表示し、その具体的内容を脚注に記載

している。

４. 業種については、2015年3月31日時点の所属業種で分類している。

５. 会社名は、2015年3月31日時点の商号で表記している。

1 株式分布状況調査(2014年度)



表１　所有者別株主数

年            度 2013 2014 増減[増減率] 構成比増減

会　社　数 (社） 3,525 3,565 40 -

人 ％ 人 ％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

合　　  　　　計 47,047,951 100.0)  ( 47,131,517 100.0)  ( 83,566        0.2]  [   -

① 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 1,332 0.0)  (  1,333 0.0)  (  1             0.1]  [   0.0       

② 金 融 機 関 94,095 0.2)  (  95,212 0.2)  (  1,117         1.2]  [   0.0       

ａ 都 銀 ・ 地 銀 等 16,301 0.0)  (  16,143 0.0)  (  158  △       1.0]  [△ 0.0       

ｂ 信 託 銀 行 37,665 0.1)  (  39,783 0.1)  (  2,118         5.6]  [   0.0       

  (ａ+ｂのうち投資信託) 9,224 0.0)  (  9,610 0.0)  (  386           4.2]  [   0.0       

  (ａ+ｂのうち年金信託)注2 9,257 0.0)  (  10,109 0.0)  (  852           9.2]  [   0.0       

ｃ 生 命 保 険 会 社 20,874 0.0)  (  20,091 0.0)  (  783  △       3.8]  [△ 0.0       

ｄ 損 害 保 険 会 社 4,652 0.0)  (  4,414 0.0)  (  238  △       5.1]  [△ 0.0       

ｅ そ の 他 の 金 融 機 関 14,603 0.0)  (  14,781 0.0)  (  178           1.2]  [   0.0       

③ 証 券 会 社 80,959 0.2)  (  86,555 0.2)  (  5,596         6.9]  [   0.0       

④ 事 業 法 人 等 766,391 1.6)  (  744,854 1.6)  (  21,537  △    2.8]  [△ 0.0       

⑤ 外 国 法 人 等 351,085 0.7)  (  382,243 0.8)  (  31,158        8.9]  [   0.1       

⑥ 個 人 ・ そ の 他 45,754,089 97.2)  ( 45,821,320 97.2)  ( 67,231        0.1]  [   0.0       

（注）１．株主数は、上場会社間の名寄せを行うことができないため、各上場会社の株主数を単純に合算した「延べ人数」を用いている。

      ２．年金信託は、調査要綱に記載のとおり、信託業務を営む銀行を受託者とする厚生年金基金等の企業年金関係の運用分を集計しているが、

       公的年金の運用分については含まれていない。

      ３．上場会社の自己名義分は、各社が属する所有者区分に含まれる。2014年度の自己名義株式所有会社数は3,217社となっている。
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（注） １．1985年度以降は単位数ベース。 2001年度から単元数ベース。

２．2004年度から2009年度までは、ジャスダック証券取引所上場会社分を含む。

2 株式分布状況調査(2014年度)



表２　個人株主数（延べ人数）の推移

(人) (人) (社) (社)

2000 32,150,005 1,925,647 2,587 108

2001 33,517,534 1,367,529 2,656 127 商法改正により、投資単位引下げ実施条件緩和

2002 33,771,262 253,728 2,661 162

2003 34,005,017 233,755 2,679 78

2004 37,560,717 3,555,700 ※ 3,698 348 新規上場会社、投資単位引下げ実施会社が大幅増加

2005 40,823,376 3,262,659 3,783 425 　　　　　　　　　　同

2006 42,319,427 1,496,051 3,885 327

2007 42,911,279 591,852 3,897 129

2008 44,819,387 1,908,108 3,803 49

2009 44,794,800 24,587 △   3,694 91

2010 45,919,282 1,124,482 3,616 75

2011 45,918,313 969 △      3,554 96

2012 45,967,310 48,997 3,540 96

2013 45,754,089 213,221 △  3,525 231

2014 45,821,320 67,231 3,565 231

(注）2004年度から2009年度までは、ジャスダック証券取引所上場会社分を含む。 ※2003年度の数値との単純比較　

表３　インターネット取引の
有残高口座数の推移

(単位：口座)

年月末 口座数 前期比増減

2013.3 12,573,791 476,085

2014.3 13,302,216 728,425

2015.3 14,300,833 998,617

(出典：日本証券業協会「インターネット取引に

関する調査結果(2015年3月末)について」)

備　　　考年度 個人株主数 前年比増減
調査対象
会社数

分割・投資
単位引下げ
実施会社数

要因 定義

新規上場会社
当該調査年度にはじめて調査対象会社となった上場

会社

株式分割・投資単位引下げ

実施会社

当該調査年度中に効力発生日を迎えた、1:1.5以上

の株式分割及び投資単位のくくり直しを行った会社

（新規上場会社は除く）

その他の会社
新規上場会社及び株式分割・投資単位引下げ会社の

いずれにも該当しない調査対象会社

上場廃止会社
当該調査対象年度中に上場廃止となった会社（前年

度の個人株主数を集計）
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図２ 個人株主数（延べ人数）増減の要因分析
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表４　投資部門別株式保有状況

年            度 2013 2014       増減額[増減率] 保有比率増減

会　社　数 (社） 3,525 3,565 40 -

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

合　　  　　　計 4,454,347 100.0)  ( 5,760,677 100.0)  ( 1,306,330    29.3]  [   -

① 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 8,455 0.2)  (  9,741 0.2)  (  1,286        15.2]  [   0.0         

② 金 融 機 関 1,188,808 26.7)  ( 1,576,600 27.4)  ( 387,792      32.6]  [   0.7         

ａ 都 銀 ・ 地 銀 等 160,495 3.6)  (  210,320 3.7)  (  49,824       31.0]  [   0.1         

ｂ 信 託 銀 行 765,582 17.2)  ( 1,036,961 18.0)  ( 271,379      35.4]  [   0.8         

  (ａ+ｂのうち投資信託) 212,927 4.8)  (  275,301 4.8)  (  62,374       29.3]  [   0.0         

  (ａ+ｂのうち年金信託)注2 92,361 2.1)  (  106,357 1.8)  (  13,995       15.2]  [   0.3     △  

ｃ 生 命 保 険 会 社 166,077 3.7)  (  209,989 3.6)  (  43,911       26.4]  [   0.1     △  

ｄ 損 害 保 険 会 社 64,345 1.4)  (  80,112 1.4)  (  15,767       24.5]  [   0.0         

ｅ そ の 他 の 金 融 機 関 32,307 0.7)  (  39,217 0.7)  (  6,909        21.4]  [   0.0         

③ 証 券 会 社 101,492 2.3)  (  127,076 2.2)  (  25,584       25.2]  [   0.1     △  

④ 事 業 法 人 等 947,523 21.3)  ( 1,225,983 21.3)  ( 278,460      29.4]  [   0.0         

⑤ 外 国 法 人 等 1,373,775 30.8)  ( 1,823,371 31.7)  ( 449,595      32.7]  [   0.9         

⑥ 個 人 ・ そ の 他 834,293 18.7)  ( 997,904 17.3)  ( 163,611      19.6]  [   1.4     △  

（注）１．信託銀行については、国内機関投資家からのカストディアンとしての受託分を含む。

      ２．年金信託は、調査要綱に記載のとおり、信託業務を営む銀行を受託者とする厚生年金基金等の企業年金関係の運用分を集計しているが、

       公的年金の運用分については含まれていない。

      ３．上場会社の自己名義分は、各社が属する投資部門に含まれる。2014年度の自己名義分は、19兆6,736億円(保有比率3.42%)となっている。
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図３ 投資部門別株式保有比率の推移
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表５　投資部門別株式保有比率の推移（長期データ）
(単位：％）

政府･地方 金融機関 a.都銀・ b.信託銀行 c.生命保険 d.損害保険 e.その他の 証券会社 事業法人等 外国法人等 個 人・

年度 公共団体 地銀等 投資信託 年金信託 会社 会社 金融機関 その他

1970 0.6 31.6 15.8   －      2.1   －      10.0 3.7 2.1 1.3 23.9 4.9 37.7

1975 0.4 35.5 19.0   －      2.2   －      10.2 4.4 2.0 1.4 27.0 3.6 32.1

1980 0.4 38.2 19.9   －      1.9 0.4 11.5 4.6 2.3 1.5 26.2 5.8 27.9

1985 0.3 39.8 20.9   －      1.7 0.8 12.3 4.1 2.4 1.9 28.8 7.0 22.3

1986 0.9 41.5 14.9 7.3 1.9 1.0 12.8 4.0 2.5 2.1 30.1 5.3 20.1

1987 0.5 42.5 14.9 8.6 2.6 1.1 12.4 4.0 2.6 2.3 30.3 4.1 20.4

1988 0.4 44.1 15.7 9.8 3.1 1.0 12.6 4.1 2.0 2.3 29.0 4.3 19.9

1989 0.3 43.5 15.7 10.2 3.7 0.9 11.8 3.9 1.9 2.0 29.5 4.2 20.5

1990 0.3 43.0 15.7 9.8 3.7 0.9 12.0 3.9 1.6 1.7 30.1 4.7 20.4

1991 0.3 42.8 15.6 9.7 3.4 1.0 12.2 3.9 1.4 1.5 29.0 6.0 20.3

1992 0.3 42.9 15.6 9.9 3.2 1.2 12.4 3.8 1.2 1.2 28.5 6.3 20.7

1993 0.3 42.3 15.4 10.0 2.9 1.4 12.1 3.7 1.1 1.3 28.3 7.7 20.0

1994 0.3 42.8 15.4 10.6 2.6 1.6 12.0 3.7 1.1 1.2 27.7 8.1 19.9

1995 0.3 41.1 15.1 10.3 2.2 1.8 11.1 3.6 1.0 1.4 27.2 10.5 19.5

1996 0.2 41.9 15.1 11.2 2.0 2.4 11.1 3.6 0.9 1.0 25.6 11.9 19.4

1997 0.2 42.1 14.8 12.4 1.6 3.8 10.6 3.5 0.9 0.7 24.6 13.4 19.0

1998 0.2 41.0 13.7 13.5 1.4 4.7 9.9 3.2 0.8 0.6 25.2 14.1 18.9

1999 0.1 36.5 11.3 13.6 2.2 5.0 8.1 2.6 0.9 0.8 26.0 18.6 18.0

2000 0.2 39.1 10.1 17.4 2.8 5.5 8.2 2.7 0.7 0.7 21.8 18.8 19.4

2001 0.2 39.4 8.7 19.9 3.3 6.0 7.5 2.7 0.7 0.7 21.8 18.3 19.7

2002 0.2 39.1 7.7 21.4 4.0 5.8 6.7 2.6 0.7 0.9 21.5 17.7 20.6

2003 0.2 34.5 5.9 19.6 3.7 4.5 5.7 2.4 0.9 1.2 21.8 21.8 20.5

2004 0.2 32.0 5.2 18.4 3.8 3.9 5.2 2.2 1.0 1.2 22.1 23.3 21.3

2005 0.2 30.9 4.7 18.0 4.3 3.5 5.1 2.1 1.0 1.4 21.3 26.3 19.9

2006 0.3 30.7 4.6 17.6 4.6 3.5 5.3 2.2 1.0 1.8 20.8 27.8 18.7

2007 0.4 30.5 4.7 17.3 4.8 3.5 5.4 2.2 0.9 1.5 21.4 27.4 18.7

2008 0.4 32.0 4.8 18.8 5.0 3.5 5.3 2.1 0.9 1.0 22.6 23.5 20.5

2009 0.3 30.6 4.3 18.4 4.7 3.4 5.0 2.0 0.9 1.6 21.3 26.0 20.1

2010 0.3 29.7 4.1 18.2 4.4 3.2 4.5 1.9 1.0 1.8 21.2 26.7 20.3

2011 0.3 29.4 3.9 18.6 4.5 3.0 4.3 1.8 0.8 2.0 21.6 26.3 20.4

2012 0.2 28.0 3.8 17.7 4.5 2.5 4.1 1.6 0.8 2.0 21.7 28.0 20.2

2013 0.2 26.7 3.6 17.2 4.8 2.1 3.7 1.4 0.7 2.3 21.3 30.8 18.7

2014 0.2 27.4 3.7 18.0 4.8 1.8 3.6 1.4 0.7 2.2 21.3 31.7 17.3

最高(年度) 0.9(1986) 44.1(1988) 20.9(1985) 21.4(2002) 5.0(2008) 6.0(2001) 12.8(1986) 4.8(1979) 2.6(1987) 2.3(1988) 30.3(1987) 31.7(2014) 37.7(1970)

最低(年度) 0.1(1999) 26.7(2013) 3.6(2013) 7.3(1986) 1.4(1998) 0.4(1982) 3.6(2014) 1.4(2014) 0.7(2014) 0.6(1998) 20.8(2006) 2.7(1978) 17.3(2014)

（注）1.1985年度以前の信託銀行は、都銀・地銀等に含まれる。

      2.2004年度から2009年度までは、ジャスダック証券取引所上場会社分を含む。
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表６　海外投資家の売買動向 表７　外国法人等の業種別保有比率等の状況

＜６－１＞ 外国法人等業種別保有比率

年度 差引金額（億円） 2013年度(b) 2014年度(a)

2005 100,572              ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

2006 61,379               鉄鋼 21.7 25.4 3.7          19.2         
2007 7,215                海運業 30.5 33.7 3.2          14.3         
2008 42,214            △ 陸運業 21.7 24.2 2.5          38.6         
2009 65,996               医薬品 32.0 34.4 2.4          42.8         
2010 39,821               電気機器 35.2 37.5 2.3          35.0         
2011 2,062                化学 30.5 32.6 2.1          46.4         
2012 52,843               電気・ガス業 21.8 23.9 2.1          20.6         
2013 95,387               繊維製品 21.0 22.8 1.8          33.2         
2014 25,247               精密機器 35.9 37.5 1.6          35.3         

機械 32.2 33.7 1.5          25.3         
＜６－２＞ 空運業 16.1 17.6 1.5          44.2         

年月 差引金額（億円） 水産・農林業 11.7 13.2 1.5          24.9         
2014.4 4,243                その他製品 30.9 32.2 1.3          33.0         

5 825            △    非鉄金属 28.3 29.6 1.3          15.4         
6 5,648                保険業 39.6 40.7 1.1          35.9         
7 4,976                輸送用機器 34.5 35.6 1.1          31.1         
8 3,924            △  不動産業 35.6 36.3 0.7          12.8         
9 5,952                倉庫・運輸関連業 20.8 21.5 0.7          17.7         

10 3,774            △  建設業 26.2 26.7 0.5          28.7         
11 12,586               小売業 24.8 25.2 0.4          33.5         
12 1,976                金属製品 24.6 24.7 0.1          15.0         

2015.1 8,932            △  パルプ・紙 15.1 15.2 0.1          0.4          
2 2,014                ゴム製品 29.3 29.2 0.1      △  34.4         
3 5,305                銀行業 33.4 33.2 0.2      △  19.3         

合計     25,247               その他金融業 33.2 32.8 0.4      △  22.5         
証券、商品先物取引業 33.0 32.5 0.5      △  7.8          

(注)投資部門別株式売買状況における 卸売業 26.5 26.0 0.5      △  13.9         
「海外投資家」の買金額－売金額 食料品 29.4 28.7 0.7      △  36.7         

鉱業 41.9 41.0 0.9      △  0.1          
情報・通信業 31.8 30.9 0.9      △  15.0         
ガラス・土石製品 26.8 25.9 0.9      △  16.3         
サービス業 25.5 24.5 1.0      △  42.7         
石油・石炭製品 32.9 30.7 2.2      △  0.2      △  
（参考）ＴＯＰＩＸ騰落率 28.3%

表８　個人の売買動向 表９　個人の業種別保有比率等の状況

＜８－１＞ 個人・その他業種別保有比率

年度 差引金額（億円） 2013年度(b) 2014年度(a)

2005 39,067            △ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

2006 44,967            △ 石油・石炭製品 17.4 18.6 1.2          0.2      △  
2007 22,216            △ パルプ・紙 18.9 20.0 1.1          0.4          
2008 7,292                不動産業 10.8 11.0 0.2          12.8         
2009 22,860            △ 鉱業 4.8 4.7 0.1      △  0.1          
2010 13,787            △ 卸売業 22.8 22.6 0.2      △  13.9         
2011 6,076            △  ガラス・土石製品 18.2 18.0 0.2      △  16.3         
2012 13,841            △ ゴム製品 14.6 14.4 0.2      △  34.4         
2013 69,866            △ 建設業 20.9 20.5 0.4      △  28.7         
2014 65,473            △ その他金融業 8.7 8.1 0.6      △  22.5         

食料品 16.8 16.1 0.7      △  36.7         
＜８－２＞ 証券、商品先物取引業 29.0 27.9 1.1      △  7.8          

年月 差引金額（億円） 非鉄金属 19.7 18.6 1.1      △  15.4         
2014.4 2,699            △  小売業 27.3 26.1 1.2      △  33.5         

5 5,743            △  銀行業 16.4 15.2 1.2      △  19.3         
6 9,431            △  機械 18.8 17.5 1.3      △  25.3         
7 5,901            △  倉庫・運輸関連業 17.4 16.1 1.3      △  17.7         
8 111                  精密機器 16.3 15.0 1.3      △  35.3         
9 7,322            △  保険業 12.1 10.8 1.3      △  35.9         

10 1,379                輸送用機器 11.3 10.0 1.3      △  31.1         
11 19,837            △ サービス業 29.1 27.7 1.4      △  42.7         
12 1,958            △  情報・通信業 18.7 17.2 1.5      △  15.0         

2015.1 3,521                空運業 49.5 47.6 1.9      △  44.2         
2 16,528            △ 電気・ガス業 30.6 28.7 1.9      △  20.6         
3 1,063            △  鉄鋼 19.8 17.9 1.9      △  19.2         

合計     65,473            △ その他製品 19.6 17.7 1.9      △  33.0         
金属製品 21.7 19.7 2.0      △  15.0         

(注)投資部門別株式売買状況における 海運業 20.4 18.4 2.0      △  14.3         
「個人」の買金額－売金額 電気機器 18.1 16.0 2.1      △  35.0         

化学 17.3 15.2 2.1      △  46.4         
医薬品 19.0 16.1 2.9      △  42.8         
水産・農林業 36.4 33.4 3.0      △  24.9         
繊維製品 28.0 25.0 3.0      △  33.2         
陸運業 25.8 22.2 3.6      △  38.6         
（参考）ＴＯＰＩＸ騰落率 28.3%
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